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地上681kmから見えた東北地方(1/2) ～ 石巻市

©GeoEye/日本スペースイメージング株式会社

災害前 災害後 2011年3月12日10時36分 IKONOS撮影
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地上681kmから見えた東北地方(2/2) ～ 陸前高田市

©GeoEye/日本スペースイメージング株式会社

災害前 災害後 2011年3月13日10時19分 GeoEye-1撮影



日本スペースイメージング(JSI)の事業概要
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会社概要
社名 ⽇本スペースイメージング株式会社（略称：JSI）
設⽴ 平成10年(1998年)5⽉11⽇
資本⾦ 4.9億円
主要株主 三菱商事株式会社
本社所在地 東京都中央区⼋重洲2-8-1 ⽇東紡ビル8階
沿⾰ 平成6年

平成10年
平成11年
平成13年
平成19年
平成20年

平成21年

⽶国⼤統領令(PDD-23)
三菱商事、⽶Space Imaging社設⽴に参画
当社設⽴
⽶IKONOS打上
⾃社地上システムでのIKONOS運⽤
伊Cosmo-SkyMed1号機打上(以後順次打上)
独RapidEye打上(5機)
⽶GeoEye-1打上
⾃社地上システムでのGeoEye-1運⽤ 【事業⽅針】

海外の
衛星リソース

⽇本の
衛星リソース

海外の
ユーザ

【ビジネスモデル】

⽇本の
ユーザ⽶IKONOS

82cm/11.3km
⽶GeoEye-1

41cm/15.2km
伊Cosmo-SkyMed(4機)
1m〜30m/10km〜300km

【主な取り扱い衛星と分解能/観測幅】

独RapidEye(5機)
6.5m/77km

光学衛星 レーダ衛星

当社の役割

画像
ユーザ

情報
ユーザ

衛
星
画
像

衛星画像のバリューチェーン

調達

衛星画像配信サービス

衛星画像販売

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
地図ﾃﾞｰﾀ
DEMなど

IKONOSｵﾝﾗｵﾝ/eyeQなど

撮影計画/直接受信/即時配布

製造/加⼯ 流通 市場/顧客



 仏Euroconsult社による2009年調査結果(2010年10⽉発表)
 衛星画像の売上は$1.1B (2014年予測：$2.4B,  2019年予測：$4B)
 衛星画像売上の81%は⾼解像度衛星画像
 衛星画像利⽤者は安全保障(62%), 公共(20%), ⺠間(18%)
 衛星画像売上の65％は３社(⽶DigitalGlobe, ⽶GeoEye, 仏Spot Image)

衛星画像ビジネスの現状
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出典：Euroconsult, Satellite-Based Earth Observation, Market Prospect to 2019, October 2010

⽶DigitalGlobe社 仏Spot Image社⽶GeoEye社

官需80%

⺠需
20%

官需83%

⺠需
17%

官需80%

⺠需
20%

⽶国67%⽶国76% EU以外65%

EU
15%

⽶以外
13%

⽶以外
7%

⽶国
6%

⽶以外
14%⽶国

8%

⽶以外
9%

EU
15%

EU以外
5%

$271M$282M $175M



 何を為すべきか？
 国が進める衛星リモセン事業のミッション（存在意義）とビジョン（中⻑期⽬標）の定義。
 三位⼀体（安全保障、科学技術、産業振興）でのリモセン政策。
 ⼯程表（ロードマップ）。

衛星リモセン事業における国への要望
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を具現化する前に

「いつでも、ほしい時に、精度良いデータを、安く」
≒

「地球観測衛星網」＋「衛星データ利⽤促進プラットフォーム」

 官⺠分担を如何にすべきか？
 具体的なリモセン衛星（ALOSｼﾘｰｽﾞとASNAROｼﾘｰｽﾞ）

を対象にして、「国が進める衛星リモセン事業への
段階的な⺠間活⼒導⼊の枠組み」を⽰し、
徐々に⺠間の役割を広げていくことが肝要。

 海外衛星や将来の⺠間衛星との連携ができるように
官⺠共にInteroperableな技術の導⼊やインタフェースの統⼀が必要。
（例えば、 Open Geospatial Consortium互換技術）

 地球観測衛星の開発をどのように⾏うべきか？
 ⼤型衛星/⼩型衛星の組合せは不可⽋。
 科学技術、商業利⽤など⽬的毎、利⽤に応じた機能・性能を有する衛星開発が望ましい。

多⽬的は他⽬的（無⽬的）。その結果、利⽤価値の低い衛星、⽤途不明の衛星に陥る。

衛星/ｾﾝｻ
地上系ｼｽﾃﾑ

開
発
運⽤/ﾃﾞｰﾀ販売

ALOS 
ASNARO

ALOS-2,3,4･･･
ASNARO-2,3,4･･･

⺠の役割
官の役割

官⺠役割分担の度合

現在 将来



官民一体となった衛星リモセン事業の在るべき姿
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ミッション（存在意義）
衛星リモートセンシング事業を通じ、国⺠⽣活の向上及び経済社会の
発展に寄与し、世界の平和及び⼈類の福祉の向上に貢献する。
ビジョン（中⻑期⽬標）

平成33年度（2021年度）までに我が国が衛星リモセン世界市場の3分の1に
貢献することを⽬標に、官⺠⼀体となった安全保障、科学技術、産業振興に
資する我が国の衛星リモセン事業体を⽴ち上げる。
⼯程表

H23：国家宇宙政策・リモセン政策の策定。事業体設⽴の検討・準備。
H24：事業体を設⽴し、衛星データ利⽤促進プラットフォームを運⽤。
H25以降：事業体による次期ALOS・ASNARO運⽤、次号機開発に染⼿。

衛星データ利⽤促進プラットフォームの機能拡張など。

宇宙基本法に基づく三位⼀体での政策

科学技術 産業振興

安全保障

ConOpsや衛星仕様要件

ConOps : Concept of Operations

デュアルユーススピンオン/オフ

官⺠共同の事業体

⽇本国産衛星

国産衛星運⽤受託(運⽤/データ処
理/データ提供)から段階的に発展
させるイメージの⺠活

⽶国商業衛星

欧州商業衛星

他海外衛星

国内外衛星の
アジア地域撮影権

＊政府の役割

＊開発リスク負担
＊製造コスト⼀部負担

＊国内アンカーカスタマ
＊海外市場への資⾦提供(ODA)

企業政府 投資家投資家

資⾦/⼈材/技術/設備

⽇本国内(公共/商業)

アジア地域パートナー

⽶国地域パートナー

欧州他地域パートナー

海外販売
・⽇本国産衛星キャパシティ
・リモセン・パッケージ（システム、

アプリ、⼈材育成、技術協⼒等）

⽇本国産衛星製造コストの部分回収/
再投資

継続的な国内衛星メーカの衛星製造
ニーズの確保

複数衛星撮影権利担保による再撮影頻
度と最適センサーの組合せ

権
利
の
履
⾏

権
利
の
確
保



ゴルフプレイヤー

世界を視野に入れた衛星画像ビジネスを拓く
日本スペースイメージング

世界を視野に入れた衛星画像ビジネスを拓く
日本スペースイメージング

世界最⾼性能を誇るGeoEye-1の威⼒
南国ｶﾝﾂﾘｰｸﾗﾌﾞ 吉野ｺｰｽ 15番ﾎｰﾙ


